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久御山町介護人材確保事業等補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、久御山町内（以下「町内」という。）の介護サービス事業

所等における介護人材の確保を図るとともに介護保険サービスの安定的な提

供に資することを目的に、介護人材に必要とされる資格の取得等に要する経費

の一部について補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、介護サービス事業所等とは、次に掲げる事業所又

は施設であって、町内に所在するものをいう。

(1) 介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第８条第１項

に規定する居宅サービス（訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を除く。）を行う事業所

(2) 法第８条第 14 項に規定する地域密着型サービスを行う事業所

(3) 法第８条第 24 項に規定する居宅介護支援を行う事業所

(4) 法第８条第 27 項に規定する介護老人福祉施設

(5) 法第８条第 28 項に規定する介護老人保健施設

(6) 法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス（介護予防訪問看護、

介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防福

祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を除く。）を行う事業所

(7) 法第８条の２第 12 項に規定する地域密着型介護予防サービスを行う事

業所

(8) 法第 115 条の 45 第１項に規定する第１号事業を行う事業所

２ この要綱において、受講料等とは、次に掲げる研修又は試験（第３号に限

り、資格手続に要する介護福祉士登録手数料及び登録免許税納付に係る費用

を受講料等に含めて取り扱う。）の受講料（教材費、実習費を含む。）又は受

験手数料であって、修了又は合格（以下「資格取得等」という。）したものを

いう。

(1) 介護職員初任者研修

(2) 介護福祉士実務者研修

(3) 介護福祉士国家試験

(4) 介護支援専門員実務研修受講試験

(5) 介護支援専門員実務研修

(6) 主任介護支援専門員研修

３ この要綱において、資格取得日とは、前項に掲げる研修を修了した日又は

試験に合格した日をいう。



- 2 -

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者は、第６条に規定する申請書を提出する

日（以下「申請日」という。）において、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

(1) 町内の介護サービス事業所等に雇用されて既に６月以上継続して就労し

た者で、資格取得等の後、当該介護サービス事業所等に雇用から１年以上継

続して就労する意志のある者

(2) 資格取得日の翌日から起算して６月以内に町内の介護サービス事業所等

に雇用された者のうち、当該介護サービス事業所等に１年以上継続して就労

する意志のある者

（補助対象経費）

第４条 補助対象経費は、受講料等であって、支払を完了したことを証するこ

とができるものとする。

２ 他制度により補助対象経費に対し補助を受けるときは、補助対象経費から

当該補助額を控除した額を補助対象経費とする。

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、補助対象経費のうち、予算の範囲内で別表の左欄に掲

げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とする。ただし、その額に

1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。

（交付の申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、久御

山町介護人材確保事業等補助金交付申請書兼就労確約書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添付して、就労する介護サービス事業所等に提出しなければなら

ない。

(1) 資格取得等を証する書類の写し

(2) 補助対象経費に係る領収書の写し

(3) その他町長が必要と認める書類

２ 前項に規定する申請書の提出を受けた介護サービス事業所等は、就業証明

書を添付して町長に提出しなければならない。

３ 申請者は、資格取得日の翌日から２年を経過した場合は補助金の申請をす

ることができない。

（交付の決定）

第７条 町長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し補助金

の交付の可否を決定するものとする。

２ 前項の規定により交付の可否を決定した場合、町長は、久御山町介護人材

確保事業等補助金交付決定（却下）通知書（様式第２号）により、申請者に通
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知するものとする。

（交付の請求）

第８条 前条第２項の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、久御山町

介護人材確保事業等補助金交付請求書（様式第３号）を町長に提出し、補助金

支払いの請求をするものとする。

（補助金の返還）

第９条 町長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた者がある

ときは、その者から当該補助金の全部又は一部を返還させることができる。

（委任）

第 10 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は町長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

別表（第５条関係）

区分 補助金の額

介護職員初任者研修

介護福祉士実務者研修

介護福祉士国家試験

補助対象経費の３分の２の額

介護支援専門員実務研修受講試験

介護支援専門員実務研修

主任介護支援専門員研修

補助対象経費の全額


